
奈良県居宅介護職員初任者研修等事務取扱要綱

（趣旨）

第１条 「指定居宅介護等の提供に当たる者として厚生労働大臣が定めるもの」（平成18年９月29日厚

生労働省告示第538号。以下「告示」という。）に基づく居宅介護職員初任者研修等及び居宅介護従

業者等の取扱いについては、居宅介護職員初任者研修等について（平成19年1月30日障発013001号厚

生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通知。以下「通知」という。）及びこの要綱の定めるとこ

ろによる。

（研修課程）

第２条 研修の課程は、次のとおりとする。

(1) 居宅介護職員初任者研修課程（告示第１条第３号に規定する居宅介護職員初任者研修をいい、

以下「初任者研修課程」という。）

(2) 障害者居宅介護従業者基礎研修課程（告示第１条第４号に規定する居宅介護職員初任者研修

をいい、以下「基礎研修課程」という。）

(3) 同行援護従業者養成研修一般課程（告示第１条第６号に規定する「同行援護従業者養成研修」

のうち、別表６に定める内容以上のものをいい、以下「同行援護一般課程」という。）

(4) 同行援護従業者養成研修応用課程（告示第１条第６号に規定する「同行援護従業者養成研修」

のうち、別表７に定める内容以上のものをいい、以下「同行援護応用課程」という。）

(5) 行動援護従業者養成研修課程（告示第１条第７号に規定する行動援護従業者養成研修をいい、

以下「行動援護課程」という。）

(6) 重度訪問介護従業者養成研修基礎課程（告示第１条第５号に規定する重度訪問介護従業者養

成研修のうち、別表第２に定める内容以上のものをいい、以下「重度訪問基礎課程」という。）

(7) 重度訪問介護従業者養成研修追加課程（告示第１条第５号に規定する重度訪問介護従業者養

成研修のうち、別表第３に定める内容以上のものをいい、以下「重度訪問追加課程」という。）

(8) 重度訪問介護従業者養成研修統合課程（告示第１条第５号に規定する重度訪問介護従業者養

成研修のうち、別表第４に定める内容以上のものをいい、以下「重度訪問統合課程」という。）

(9) 重度訪問介護従業者養成研修行動障害支援課程（告示第１条第５号に規定する重度訪問介護

従業者養成研修のうち、別表第５に定める内容以上のものをいい、以下「重度訪問行動障害支

援課程」という。）

２ 各課程の趣旨については次のとおりとし、各課程の区分、科目、科目ごとの目的、内容、時間数

及び講師要件は別紙１に定めるとおりとする。

(1) 初任者研修課程

居宅介護従業者が行う業務に関する知識及び技術を習得することを目的として行われるもの

とする。

(2） 基礎研修課程

居宅介護従業者が行う業務に関する基礎的な知識及び技術を習得することを目的として行わ

れるものとする。

(3) 同行援護一般課程

視覚障害により、移動に著しい困難を有する障害者等に対して、外出時に、当該障害者等に

同行して、移動に必要な情報を提供するとともに、移動の援護、排せつ及び食事等の介護その

他の当該障害者が外出する際に必要な援助に関する一般的な知識及び技術を習得することを目

的として行われるものとする。

(4) 同行援護応用課程

同行援護一般課程において修得した知識及び技術を深めるとともに、特に重度の視覚障害者(
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児）の障害及び疾病の理解や場面別における同行援護技術等を習得することを目的として、同

行援護一般課程を修了した者を対象として行われるものとする。ただし、一般課程と応用課程を

適切な組み合わせにより同時並行的に行われる場合は、この限りでない。

(5) 行動援護課程

知的障害又は精神障害により行動上著しい困難を有する障害者等であって常時介護を要する

ものにつき、当該障害者等の特性の理解や評価、支援計画シート等の作成及び居宅内や外出時に

おける危険を伴う行動を予防又は回避するために必要な援護等に関する知識及び技術を習得する

ことを目的として行われるものとする。

(6) 重度訪問基礎課程

重度の肢体不自由者であって常時介護を要する障害者等に対する入浴、排せつ及び食事等の

介護、調理、洗濯及び掃除等の家事並びに外出時における移動中の介護に関する基礎的な知識

及び技術を習得することを目的として行われるものとする。

(7) 重度訪問追加課程

重度訪問基礎課程において習得した知識及び技術を深めるとともに、特に重度の障害者に対す

る緊急時の対応等に関する知識及び技術を習得することを目的とする場合は、この限りでない

(8) 重度訪問統合課程

重度訪問基礎課程、重度訪問追加課程及び社会福祉士及び介護福祉士法施行規則（昭和62年厚

令49号）附則第４条及び第13条に係る別表第３第１号の研修課程（以下「基本研修」という。）

を統合したものとして行われるものとする。

(9) 重度訪問行動障害支援課程

重度の知的障害又は精神障害により行動上著しい困難を有する障害者等であって、常時介護を

要するものにつき、当該障害者の特性の理解及び居宅内や外出時における危険を伴う行動を予防

又は回避するために必要な援護等に関する知識及び技術を習得することを目的として行われるも

のとする。

３ 研修は、講義、演習及び実習により行うものとする。ただし、講義は、通信の方法により行うこ

とができる。

（指定）

第３条 事業者の指定（以下「指定」という。）を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、

次の各号に掲げる書類を受講者の募集を行おうとする日の60日前までに、知事に提出しなければな

らない。

(1) 居宅介護従業者養成研修等事業指定申請書（第１号様式）

(2) 学則 ※研修終了の認定方法を明記すること。

(3) 研修カリキュラム（第２号様式）

(4) 講師履歴一覧表（第３号様式）

(5) 実習施設利用計画書（第４号様式）

(6) 実習施設承諾書（第５号様式）

(7) 演習室等使用承諾書（第６号様式）

(8) 交通機関利用演習施設承諾書（第７号様式）

(9) 修了証明書（第８号様式）及び修了証明書（携帯用）（第９号様式）

(10) 収支計画書（指定申請月を含む会計年度及び次年度の２か年分）

(11) 資産の状況を証する書類（申請者の予算書、決算書及び貸借対照表等）

(12) 申請者が法人であるときは、定款、寄付行為その他の基本約款

(13) 受講生募集に係る募集案内

(14) その他指定に関し必要があると認める書類
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２ 通信による講義を行う場合は、前項に定める事項に加え、次の書類を添付しなければならない。

(1) 通信添削課題及び模範解答

(2) 通信学習実施計画書

(3) 添削指導及び面接指導の方法を記載した書類

(準用規定）

第４条 前条の規定は、申請者が法人格を有しない団体である場合について準用する。この場合にお

いて、前条第１項中「法人」とあるのは「法人格を有しない団体等」と、「資産の状況を証する書

類（申請者の予算書、決算書及び貸借対照表等）」とあるのは「当該団体等の資産が確認できる書

類等」と、「定款、寄付行為その他の基本約款」とあるのは「当該団体等の目的、組織、運営方法

などを記載した会則等」と読み替えるものとする。

（指定の基準）

第５条 知事は、申請者の指定申請内容が次の各号に掲げる事項に適合すると認められるときに限り、

指定を行うものとする。

(1) 研修事業に係る事務を行うための事業所が奈良県内に設置されていること。

(2) 研修が奈良県内で実施されること。

(3) 申請者が、事業を適正かつ円滑に実施するために必要な事務処理能力及び事業の安定的運営に

必要な財政基盤を有すること。

(4) 事業の経理が他の事業の経理と明確に区分され、会計帳簿、決算書類等事業の収支の状況を明

らかにする書類が整備されていること。

(5) 研修の内容は、次のとおりであること。

イ 初任者研修課程

告示第２条の規定により読み替えられた介護保険法施行規則第22条の23第２項に規定する

厚生労働大臣が定める基準（平成24年厚生労働省告示第71号。以下「介護保険告示」という。）

別表に定める内容以上であること。

ロ 基礎研修課程

告示別表第１に定める内容以上であること。

ハ 重度訪問基礎課程

告示別表第２に定める内容以上であること

ニ 重度訪問追加課程

告示別表第３に定める内容以上であること。

ホ 重度訪問統合過程

告示別表第４に定める内容以上であること。

ヘ 重度訪問行動障害支援課程

① 告示別表第５に定める内容以上であることとし、強度行動障害支援者養成研修（基礎研修）

と共通の内容とする。

② 本研修課程については、強度行動障害支援者養成研修（基礎研修）と同内容であることか

ら、強度行動障害支援者養成研修（基礎研修）と合同で開催できるものとする。

ト 同行援護一般課程

告示別表第６に定める内容以上であること。

チ 同行援護応用課程

告示別表第７に定める内容以上であること。

リ 行動援護応用課程

① 告示別表第８に定める内容以上であること。
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② 本研修課程については、強度行動障害支援者養成研修（基礎研修及び実践研修）と同内容

であることから、強度行動障害支援者養成研修（基礎研修及び実践研修）と合同で開催でき

るものであること。

(6) 告示別表に定める各科目を教授するのに必要な数の講師を有すること。

(7) 講師は、各課程を教授するのに適当な者であること。

(8) 実習を行う課程においては、告示別表に定める実習を行うのに適当な施設を実習施設として利

用できること｡

(9) 実習及び実習施設における実習について適当な実習指導者の指導が行われること。

(10) 事業所との連携等により、告示別表に定める実習を行うのに適当な体制を確保していること。

(11) 演習を行う課程においては、演習について適当な実習指導者の指導が行われること。

(12) 事業所との連携等により、告示別表に定める演習を行うのに適当な体制を確保していること。

(13) 重度訪問統合過程においては、基本研修に係る科目及び喀痰吸引等を実施するために必要とな

るその他研修等については、「喀痰吸引等研修実施要綱について」（平成24年３月30日社援発0330

第43号）等に基づいて行われること。

(14） 行動援護課程において、演習は実習指導者の下に、行動援護に関する実習を行うことでも差し

支えない。

(15) 受講希望者に研修内容等を明示するため、少なくとも次に掲げる事項を明らかにした学則を定

め、これを公開するとともに、受講申込者に周知すること。

① 開講の目的

② 研修事業の名称及び課程

③ 実施場所（講義、演習、実習）

④ 研修期間

⑤ 研修カリキュラム

⑥ 講師氏名

⑦ 研修修了の認定方法（「全科目を受講した者を修了者とし、修了証明書及び修了証明書(携帯

用）を交付する。」という文言を入れること。通信の場合は、合格基準及び不合格時の対応方

法を記載すること。）

⑧ 募集時期及び開講時期

⑨ 受講資格

⑩ 受講定員

⑪ 受講手続き（募集要領等）

⑫ 研修受講に係る費用（受講料（テキスト代を含む含まないの別）、実習費等）

⑬ 研修欠席者に対する補講の実施方法及び補講に係る費用等の取り扱い

⑭ 研修修了者の名簿の管理及び取扱い

⑮ 使用するテキスト等

⑯ 研修受講に関する連絡先及び担当者名

⑰ その他研修実施に関する必要な事項

(16) 修了者台帳（第10号様式）及び出席簿等に関する書類の管理が確実に行われること。

(17) 申請者は、年に１回以上の講座を開講する体制を整えていること。

(18) 研修期間内での事故等に対応できるように、受講生の研修全般における安全確保が行えること。

２ 前項(5)に定める研修のカリキュラムについては、別紙１に定めるとおりとする。ただし、地域性、

受講者の希望等を考慮し、必要な科目及び時間数を追加しても差し支えないものとする。

３ 前項(7)、(9)及び(11)に定める講師等については、別紙１及び別紙３に定める基準を満たし、か

つ各科目を担当するために適切な人材が必要数確保されていること。

４ 演習を実施するための定員に見合った広さの会場が確保されていること。



5

５ 別紙５に定める実習施設との連携により、実習が適切に行われるよう実習計画が定められている

こと。

６ 各課程の修業年限は次表のとおりとする。

研修課程 原則の修業年限 知事が特別な事情が

あると認める場合

(１) 初任者研修課程 ８月以内 １年６月の範囲内

（２） 基礎研修課程 ４月以内 ８月の範囲内

（３） 同行援護一般課程 ２月以内 ４月の範囲内

（４） 同行援護応用課程 １月以内 ２月の範囲内

（５） 行動援護課程 ２月以内 ４月の範囲内

（６） 重度訪問基礎課程 ２月以内 ４月の範囲内

（７） 重度訪問追加課程 １月以内 ２月の範囲内

（８） 重度訪問統合課程 ２月以内 ４月の範囲内

（９） 重度訪問行動障害支援課程 １月以内 ２月の範囲内

７ 定員は、１課程40名を上限とする。

８ 研修の全部又は一部を委託して実施することはできないものとする。

（講義を通信の方法で行う場合）

第６条 講義を通信の方法によって行う研修にあっては、前条に掲げる基準のほか、次に掲げる基準

に適合しなければならない。

(1) 添削指導及び面接指導による適切な指導が行われること。

(2) 添削指導及び面接指導による適切な指導を行うのに適当な講師を有すること｡

(3) 面接指導の時間数は、基礎研修課程に係わるものにあっては３以上、重度訪問基礎課程、重度

訪問追加課程、重度訪問統合課程、重度訪問行動障害支援課程、同行援護基礎課程、同行援護

応用課程及び行動援護課程にあっては１以上であること。

(4) 面接指導を行うのに適当な講義室及び演習を行うのに適当な演習室が確保されていること。

２ 第３条第２項(1)の通信添削課題については、次の事項を全て満たさなければならない。

(1) 課題数は、各課程の講義時間数以上であること。また、これに加え、各課程の科目数以上の適

切な記述式課題があること

(2) 各課題については、使用するテキストを改正し、又は変更するたびに見直しを行う体制を整え

ていること。

（研修修了の認定方法）

第７条 指定を受けて事業を実施する者（以下「事業者」という。）は、第２条及び第５条第１項(3)

に定める研修課程の全日程を滞りなく出席した者（通信の方法によって講義を実施する場合におい
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ては、事業者が事前に学則で規定する合格点に達していることをもって出席したとみなす。）に対

し、修了証明書（第８号様式）及び修了証明書（携帯用）（第９号様式）を遅滞なく交付するもの

とする。ただし、研修の一部を欠席した者で、やむを得ない事情があると認められる者については、

当該課程研修時間数及び教科数の概ね１割を限度とし、第５条第６項に定める研修期間内に補講等

の代替措置を行なうことにより当該教科に出席したものとみなすことができる。

（事業実施計画書の提出）

第８条 事業者は、毎年度４月30日までに、居宅介護従業者養成研修等事業年間計画書（第11号様式）

を知事に提出しなければならない。

２ 事業者は、各講座の受講者の募集開始日の30日前までに、次の各号に掲げる事項を記載した居宅

介護従業者養成研修等事業実施計画書（第12号様式）を知事に提出しなければならない。

(1) 研修の名称、課程及び実施場所

(2) 募集期間、研修実施期間及び研修募集人員

(3) 研修カリキュラム（第２号様式）

(4) 講師履歴一覧表（第３号様式）

(5) 実習施設利用計画書（第４号様式）

(6) 実習施設承諾書（第５号様式）

(7) 演習室等使用承諾書（第６号様式）

(8) 交通機関利用演習施設承諾書（第７号様式）

(9) 受講生募集に係る募集案内（募集期間、研修実施期間、募集対象者、募集人員及び研修受講

料に係る費用を記載すること。）

(10) 研修使用テキスト等

（変更の届出）

第９条 事業者は、第３条第１項及び第２項並びに第８条第２項に掲げる事項に変更があったときは

10日以内に知事に届け出なればならない。ただし、講師に変更があるときは変更を加える10日前ま

でに届けなければならない。

２ 前項の届出をしようとする事業者は、内容、変更時期及び理由を記載した居宅介護従事者養成研

修等事業変更届出書（第13号様式）を知事に提出するものとする。

（指定の休止、廃止及び再開）

第１０条 事業者は、事業を休止し、廃止し又は再開したときは、10日以内に知事に届け出なけれ

ばならない。

２ 次の各号に掲げる事項を記載した居宅介護従業者養成研修等事業休廃止及び再開届出書（第14号

様式）を知事に提出しなければならない。

(1) 休止する場合は、その研修の名称及び課程、休止する年月日、休止予定期間並びに休止する理

由

(2) 廃止する場合は、その研修の名称及び課程、廃止する年月日並びに廃止する理由

(3) 再開する場合は、その研修の名称及び課程、並びに再開する年月日

（事業実績報告書の提出）

第１１条 事業者は、各研修終了後60日以内に次の各号に掲げる事項を記載した居宅介護従事者養成

研修等事業実績報告書（第15号様式）を知事に提出しなければならない。

(1) 修了者台帳（第10号様式）の写し

(2) 修了者名簿（第16号様式）の写し
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(3) 研修講師実施確認報告書（第17号様式）

(4) 受講生出席簿の写し

(5) カリキュラム（当該実績報告講座分）

(6) 各課程の修了証明書等の写し（該当者がある場合のみ）

(7) 補講証明書の写し（第18号様式（該当者がある場合のみ））

(8) 通信添削課題済レポートの写し（県より提出を求められた場合のみ）

(9) その他実績を確認するために必要と認める書類

２ 前項に掲げる書類は、(4)を除き原本証明を行うこととする。

（事業者の留意事項）

第１２条 事業者は、事業運営上知り得た受講者に係る秘密の保持について、十分に留意しなければ

ならない。

２ 事業者は、受講者に対し、実習において知り得た個人の秘密の保持について、受講者が十分に留

意するよう指導しなければならない。

３ 事業者は、障害者等の人権を尊重し、信頼関係に基づいたサービスを提供することができる居宅

介護従業者の養成に努め、研修運営全般において、人権に係る啓発について十分留意しなければな

らない。

４ 初任者研修課程及び基礎研修課程は、全ての障害に共通する研修課程とされていることに留意す

ること。

（研修事業の調査及び指導）

第１３条 知事は、事業者に対し、必要があると認めるときは研修事業の報告とこれに係る書類の提

出を求めること及び実地指導を行うことができる。また、研修事業の実施等に関して適当でないと

認めるときは、事業者に対して改善指導を行うことができる。

２ 知事は、前項に定める改善指導について、改善が認められるまで研修の中止を命ずることができ

る。なお、この場合においては、あらかじめ書面をもって事業者に通知するものとする。

（指定の取り消し）

第１４条 知事は、事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、事業者としての要件を満たすこ

とができなくなったものとして、指定を取り消すことができる。

(1) 第５条のいずれかに掲げる事項に適合しなくなったとき。

(2) 指定申請又は実施報告等において虚偽の申請又は報告を行ったとき。

(3) 事業を適正に実施する能力があると認められないとき。

(4) 事業の実施に関し、不正な行為があったとき。

(5) 前条に定める改善指導に従わないとき。

(6) 過去２か年以上にわたり事業実施の実績がなく、休止等の届出もないとき。

２ 知事は、前項に定める指定の取り消しを行う場合においては、あらかじめ書面をもって事業者に

通知するものとする。ただし、事業者が連絡を取れない状況にある場合においては、この限りでは

ない。

（聴聞の機会）

第１５条 知事は、第13条第２項に定める研修の中止を命ずる場合及び前条に定める指定の取り消し

を行う場合においては、当該事業者に対して聴聞を行うものとする。

（関係書類の保存）
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第１６条 事業者は、受講者の研修への出席状況及び成績等に関する書類について、第11条に定める

事業実績報告書の提出後５年間適切に保存しなければならない。

２ 修了者台帳については、永年適切に保存しなければならない。

（居宅介護従業者等について）

第１７条 居宅介護従業者、重度訪問介護従業者、同行援護従業者及び行動援護従業者の具体的な範

囲及び研修課程の免除の取扱いについては、通知第２の１（（４）を除く。）の規定及び別紙２に定

めるとおりとする。

２ 経過規定については、通知第２の２の規定による。

（その他）

第１８条 この要綱に定めるもののほか、この要綱を実施するために必要な事項については、知事が

別に定めるところによる。

附 則

この要綱は、平成16年３月15日から施行する。

附 則

この要綱は、平成18年10月１日から施行する。

附 則

この要綱は、平成20年４月１日から施行する。

附 則

この要綱は、平成21年11月１日から施行する。

附 則

この要綱は、平成25年７月１日から施行する。

附 則

（施行期日等）

第１条 この要綱は、平成27年７月28日から施行し、平成27年４月１日から適用する。

（経過措置）

第２条 この要綱の適用日前に全身性障害者移動介護従業者養成研修を実施する者として奈良県知事

から指定を受けた事業者については、平成28年３月31日までに修業する研修に限り、なお従前の例

による。

（特例措置）

第３条 平成18年９月30日から平成28年３月31日の間においては、従前の要綱で定められた全身性障

害者移動介護従業者養成研修課程について、平成18年９月29日厚生労働省告示538号第１条第20号に

規定する全身性障害者外出介護従業者養成研修に相当する研修として奈良県知事が認めるものとみ

なす。

附 則

（施行期日等）

第１条 この要綱は、令和３年１月１日から施行する。

（経過措置）

第２条 この要綱の改正前の行動援護過程又は重度訪問行動障害支援過程の内容は、令和３年３月31

日までの間は、なおその効力を有する。

第３条 令和３年３月31日までの間に、この要綱の改正前の内容の研修を修了し、事業者から当該研

修の過程を修了した旨の証明書の交付を受けた者は、この要綱の改正後の研修の過程を修了し、事



9

業者から当該研修の過程を修了した旨の証明書の交付を受けた者とみなす。


